
 

 

相模原市監査委員公表第１７号  

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２５２条の３８第６項の規定により、平

成１３年度及び令和２年度の包括外部監査の結果に基づき措置を講じた旨、市長か

ら通知があったので、当該通知に係る事項を次のとおり公表する。 

 

令和３年１０月７日 

 

 

相模原市監査委員 髙 梨 邦 彦 

 

 

同        橋 本 愼 一 

 

 

同        古 内   明 

 

 

同        桜 井 はるな 

 

 

 



 

 

１ 特定の事件（平成１３年度） 

  相模原市土地開発公社の財務に関する事務の執行及び管理の状況 

２ 監査対象部局及び団体 

  相模原市土地開発公社及び関係各部課 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和３年９月２９日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【公有財産】  

１ その他 

 公園用地「勝坂遺跡公園用地」につ

いては、整備事業の実施が遅れ、市に

よる再取得の予算がつきにくい状況で

ある。基本設計を早急に策定し、早期

事業化、早期買取りが望まれる。 

 また、事業化が長期に及ぶ公園用地

については、土地開発公社の借入金利

息が増大していることを考えると、部

分的に買取りを行うことが望まれる。 

 

(報告書 ５３頁、５４頁) 

 

 

 

 

【公有財産】 

１ その他 

 公園用地「勝坂遺跡公園用地」につ

いては、相模原市土地開発公社が、平

成３年度から用地の先行取得を行い、

２１ ,３９０ .６７㎡の用地を保有した

が、整備事業の実施が遅れるなど市に

よる再取得の予算措置が困難な状況で

あり、平成６年度から平成２４年度ま

でに１，１３３．６７㎡の買戻しにとど

まっていた。 

 こうした中、市では、平成２４年度

に「相模原市土地開発公社の今後の在

り方について」を策定し、土地開発公

社は将来の解散を目指し、新たな用地

先行取得を行わず保有土地の解消を図

ることとした。 

これに基づいて平成２５年度から令

和元年度までに１３，９５４㎡の買戻

しを計画的に行った。 

 令和３年５月に残りの６，３０３㎡を

買戻し、公社が保有する勝坂遺跡公園

用地の全ての買戻しが完了した。 



 

 

１ 特定の事件（令和２年度） 

子ども・子育て支援事業に関する財務事務の執行について 

２ 監査対象部局及び団体 

こども・若者未来局 

３ 措置に係る通知日 

  市長から通知があった日  令和３年９月２９日 

４ 監査の結果及び講じた措置の内容 

監査の結果【指摘事項】 措置の状況 

【子育て広場事業】  

１ 専任職員の就労状況について 

子育て広場事業に係る専任職員を配

置している事業者からは、補助金交付

申請時に専任職員配置調書、雇用契約

書の提出を受け、年度終了後には、専

任職員活動報告書、給与明細及び業務

日報の提出を受けている。 

この業務日報について、具体的な事

業の従事内容が未記載であったり、勤

怠管理の機能を備えていないことか

ら、就労実態を把握することができて

いない。業務日報と当月の給与明細の

出勤日数が一致していないものもあっ

た。専任職員の業務日報には勤怠状況

も記入するものとし、子育て広場事業

の従事内容の記載が不充分である場合

には、事業者に質問するようなモニタ

リングが必要である。 

また、補助金の公益性の観点から、

提出を受けた給与明細等に関してはチ

ェックを行い支出内容の検証を実施す

る必要がある。 (報告書 １１６頁) 

【子育て広場事業】  

１ 専任職員の就労状況について 

子育て広場事業に係る専任職員の就

労状況に関し、年度終了後に給与明細

及び業務日報等の提出を受けている

が、提出された資料の確認が不十分で

あり、勤怠状況や具体的な業務内容の

記載が十分でないものとなっていた。  

日報と給与明細の勤務日数が一致し

ていないものについては、園からの聴

取により、日報(１日～月末)と給与対

象期間のズレによるものと確認した。 

 令和２年度以降、提出を受ける際に

は担当課において、職員の勤怠状況や

具体的な従事内容を記載するよう記載

例を示して指導を行い、従事内容等の

記載が不十分である場合には適宜、モ

ニタリングを実施することとした。 

 また、提出を受けた給与明細等に関

しては、専任職員人件費内訳書により

支出の内容を検証するよう見直しを図

った。 



 

 

【児童福祉事務運営費】 

１ 業務完了報告書の添付書類の漏れ

について 

 保育士人材確保等推進事業委託にお

いては、受注者は毎月、業務完了報告

書に各事業実施に係る資料を添付して

市に提出しなければならない。しかし

ながら、８月の業務完了報告書に事業

実施に係る資料が添付されていなかっ

た。 

業務完了報告書の添付書類を漏れな

く提出させる必要がある。 

 

(報告書 １２１頁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施状況報告書の未提出について 

保育士・保育所支援センター事業委

託費においては、受注者は、実施状況

報告書及び実績報告書を市に提出しな

ければならない。しかしながら、仕様

書に示されている実施状況報告書(別記

２、３)が提出されていなかった。 

受注者に対して、業務完了後速やか

【児童福祉事務運営費】 

１ 業務完了報告書の添付書類の漏れ

について 

保育士人材確保等推進事業委託にお

ける合同就職説明会・面接会及び就職

支援セミナーの内、８月に実施した就

職支援セミナーについては、参加者へ

配布した資料がなかったことなどから

業務完了報告書のみが提出された。担

当職員も必要書類の確認を充分せず、

そのまま受領していた。事業の実施に

ついては、担当職員の実施会場への出

張により把握していた。 

 令和２年度に指摘を受け、実施した

事業に係る記録の作成と共に、当該事

業に係る資料や記録写真等の添付につ

いて、事業実施前に委託事業者へ改め

て確認し、認識を共有した。また、業

務完了報告書受領の際は、担当課にお

いて必要な書類漏れが無いか複数人で

確認することを徹底し、必要書類の添

付漏れ防止を図った。 

 

２ 実施状況報告書の未提出について 

 就職支援セミナー・就職相談会及

び、出張相談会を実施した場合、実施

状況を報告する様式(別記２、３)が仕

様書に規定されていたが、実施状況に

ついては実績報告書により確認を行っ

ていた。 

これについては、事業者及び事業を



 

 

に実施状況報告書(別記２、３)を提出

させる必要がある。 

 

(報告書 １２１頁、１２２頁) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 補助事業等実績調書の記載につい 

 て 

保育センター運営費補助金につい

て、平成３１年度補助事業等実績調書

が提出されている。 

補助事業等実績調書には所管課が記

載する欄が設けられているが、所管課

は、補助金等に対する評価として、充

分な事業実績と事業成果(公益性、社会

貢献度)が確認されるとしているが、こ

のように評価した理由の記載がない。 

補助金を交付することの妥当性の根

拠を明らかにしておくためにも、評価

した理由を適切に記載する必要があ

る。 

 

(報告書 １２２頁、１２３頁) 

共同で委託する４県市(神奈川県、横浜

市、川崎市、横須賀市)も同様に別記

２、３の提出を受けておらず実績報告

書により確認していた。 

 今後は、別記２、３の書類の提出を

受けることとし、これについては、令

和２年度１月開催の委託事業者及び５

県市からなる担当者会議において、仕

様書に従った様式(別記２、３)の提出

を期限までに受けることとし、５県市

において書類の不足が生じることのな

いよう確認した。 

 

３ 補助事業等実績調書の記載につい 

 て 

 保育センター運営費補助金に係る補

助事業等実績調書について、平成３１

年度補助事業等実績調書の作成にあた

り、職員の確認不足により評価理由を

記載する欄への記載をしていなかっ

た。 

平成３１年度分の評価理由について

は、あらためて追記を行い、補助金の

支払いに問題が無いことを確認した。 

同様に令和２年度補助事業等実績調

書についても、評価した理由を記載し

た。 

今後は、調書作成時に複数人でチェ

ックを行うことにより、再発防止を図

っていく。 

 

 


